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１．生きた制度としての保険

過去の保険学説を比較し，それに自説を展開するといった形の保険本質論争

に対しては，重要なことは生きた制度としての保険が現実の経済社会の中でど

のような働きをしているかを見極めることであるとの批判があるが（水島［２００２］

pp.１-２），確かに学説提唱自体が目的化して肝心の生きた制度としての保険の

分析がなおざりにされてはならない。しかし，保険の本質を考察することが，

生きた制度としての保険の分析とはならない単なる抽象的な議論であるとする

こともまた誤りであろう。保険現象が複雑となり，何を保険とすべきかが問わ
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れている現代は，正に生きた制度としての保険を分析するために，保険の本質

が重視されるべきである。生きた制度，すなわち，まず制度として保険を把握

するならば，保険の本質が最初にして，土台の分析となろう。この土台の分析

に拠りながら，個々の生きた制度としての保険の分析を行うのでなければ，十

分な分析はできないのではないか。個々の生きた制度としての保険の性質は，

体制関係における保険の本質と制度的環境を受ける保険の運営主体・経営主体

の主体性によって規定されると考える。この点を保険の相互扶助性の考察によ

って，明らかにしたい。

２．保険相互扶助制度論

英米流の現実的・実際的な保険の考察に対してわが国では保険の本質などの

抽象論議が一時期盛んとなり，その反動もあって現在は英米流の分析が主流と

なっているが，そのような中で興味深いのは，英米ではほとんど問題とされな

い保険の相互扶助性の主張が一貫してみられることである。しかも，かなり広

く主張されており，これを「保険相互扶助制度論」とできよう。

保険相互扶助制度論は，保険業界に見られる。損害保険業界でも見られるが，

何と言っても生命保険業界の保険相互扶助制度論は徹底している。そのような

ものを代表するものとして，生命保険文化センターの『生命保険物語──助

け合いの歴史』（生命保険文化センター［１９７７］）がある。生命保険文化センタ

ーは１９７６年に民間生命保険会社２０社の総意の下に財団法人として設立され，そ

の事業活動の一つに生命保険の広報活動があり，生命保険各社の日頃の発言と

併せると生命保険文化センター［１９７７］を生命保険業界の見解としても大過な

いであろう。生命保険文化センター［１９７７］では，古代・中世・近代・現代と

いう人類の歴史の流れの中で，いかに助け合いの制度がとられてきたか，そし

て，そのような助け合いの制度が生命保険であり，「生命保険は，集団生活を

いとなむ人間社会において，相互扶助の仕組みとして，必然的に生まれ，人類

の歴史とともに発達したものです。」（生命保険文化センター［１９７７］おわりに）

と大変強い調子でその相互扶助性を主張している。この冊子は学校教育用副教

材（副読本）とされており，大変わかり易く，約３０分のアニメーション・ビデ
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オにもなっている。このビデオも大変よくできた面白いもので，文部省選定第２９

回東京都教育映画コンクールで金賞に輝いている。もちろん，わかり易いとい

うことや面白いこと，あるいは，コンクールで金賞を取ったことをもって真理

とすることはできない。また，金賞授与によって文部省が保険相互扶助制度論

にお墨付きを与えたともできないだろう。しかし，こうした一連のことは，保

険を相互扶助とする考えが一般にもあまり問題にされることなくわが国では受

け入れられていることを示唆するのではないか。この点において，わが国にお

ける保険相互扶助制度論は根深いものがあるといえよう。

次に，保険行政の見解をみてみよう。大蔵省時代の古いものとなってしまう

が，次のような興味深い指摘がある。生命保険事業を監督した大蔵省銀行局保

険１課の課長が編者となった『図説日本の生命保険』（二宮編［１９９７］），損害保

険事業を監督した大蔵省銀行局保険２課の課長が編者となった『図説日本の損

害保険』（滝本編［１９９４］）における論述である。二宮編［１９９７］では，「『一人

は万人のために万人は一人のために』という言葉は，個人の力ではなし得ない

経済的損失または経済的必要に対する備えは，多数人の集団の中の一員となっ

てはじめて達成できるという相互扶助に立脚した保険の思想を表したものであ

る」１）（二宮編［１９９７］p.９０）とする。また，滝本編［１９９４］でも，「損害保険

は，国民生活又は企業活動上において偶然な事故によって被る経済上の損失を，

目的を同じくする者が多数集まって相互に救済しようとするもので，換言すれ

ば，生命保険同様『一人は万人のために万人は一人のために』の相互扶助の精

神に立脚してできあがった制度である。」（滝本編［１９９４］p.１４６）とする。『図

説日本の生命保険』は１９９７年版以降，『図説日本の損害保険』は１９９４年版以降改

定がされておらず，現在の保険事業の監督官庁である金融庁が同様な文献を出

版していないので，金融庁がどのような立場に立っているのか明らかではない。

しかし，金融庁のホーム・ページに金融の仕組みについて小学生向け，中学・

高校生向け，社会人になる人向けにそれぞれイラストつきのわかりやすい解説
――――――――――――
１）二宮編［１９９７］では「（保険の目的は・・・小川加筆）偶然の事故の発生に伴う経済的
必要の充足を確保するという経済的なものであって，それ以外ではない。したがって各
経済単位がこの集団に参加するということは経済的な取引にすぎない。」（二宮編［１９９７］
p.３）という保険の相互扶助性を否定する指摘もみられる。
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があり，そのうちの社会人になる人向けの解説は「はじめての金融ガイド」

（金融庁［２００５］）となっているが，そこに次のような保険についての解説があ

る。「病気になった。大切な物が壊れたー。そんなときに備えて多くの人がお

金を出し合っておき，実際にそうなった場合に一定の保険金を受け取れるよう

助け合う仕組みが保険なんだ。」（同p.９）この記述からは，保険行政が大蔵省

行政から大きく転換して金融庁行政になったものの，保険の相互扶助性の認識

は変わっていないものと思われる。いずれにしても，大蔵省が非常に力を持っ

ていた護送船団体制下において保険行政が保険を相互扶助制度として認識して

いたということ，現在の監督官庁である金融庁にも同様な見解がみられるとい

うことは，これまたいかに保険相互扶助制度論がわが国において根深いもので

あるかを示すといえよう。

３．保険学界の保険相互扶助制度論（１）──過去の論争

保険学界に目を転じよう。まず，過去に「保険は相互扶助か否か」の論争が

あったのでそれを取り上げよう。論争の経緯は次のとおりである２）。１９７７年度

の日本保険学会大会の共通論題は「日本の保険業を考える」で５名（水島一也，

森松邦人，塗明憲，北本駒冶，広海孝一）が報告し，その司会役を笠原長寿博

士が行った。笠原博士は報告後討論に移った冒頭で，「現在の民間保険事業は

助け合いの制度かどうか」という問題提起を行い，５人の報告者に見解を求め

た。５人の報告者の見解は，「表現上のニュアンスはあったが，助け合い論を

否定する点では一致していた。」（笠原［１９７８］p.３７）とのことである。その後

『インシュアランス』編集部でこの問題の重要性を認識し，多くの保険研究者

を対象としたアンケートをおこない，その回答が『インシュアランス』生保版

において特集された（インシュアランス編集部［１９７８a］，［１９７８b］）３）。アンケ

ートの結果をまとめれば，表１の通りである。
――――――――――――
２）論争の経緯については，笠原［１９７８］pp.３７-４４による。また，庭田［１９８７］pp.８２-８８も
有益である。

３）『インシュアランス』における設問は，次の２点である。
１．民間保険事業は助け合いの制度としてとらえられるか。
２．保険業界（主として生保）また保険事業者が，助け合いの制度であることをPRす
ることの可否について。
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表１．『インシュアランス』アンケート結果 

保険そのものに相互性があるといわれ，この意味で保険は助け合いの制度である。 

保険数理的相互性は互助性とは異なる。助け合いは給付と拠出の経済的因果関係
分断の容認が必要である。 

助け合いは心の問題。保険は人のつながりではなく，金のつながり。 

民間保険業を特に助け合いの制度とみる必要はなく，結果においてその役割を果
たしている。 

生命保険は相互扶助を発祥とし，それに保険技術が加わって企業として成立して
発展したという二つの側面がある。 

意識すると否とに関わらず，経済的には助け合いの精神のもとに結ばれる。 

生命保険事業の実質は，慈善ではない自助の「助け合い」の仕組みである。 

「助け合いの制度」をどう定義するかにかかる問題である。 

愛情の結合でなしに，金銭の結合集積が見られるだけである。 

保険が結果として助け合いの効果を生むことはあるが，それは保険のメカニズム
の結果であって制度の目的ではない。 

保険の相互性は疑う余地なし。 

「助け合い」という言葉には，精神的な相互性が感じられる。保険の相互性は技
術的な，「組織された相互性」に過ぎない。 

保険事業こそは福祉の現代商品であり，福祉は正しく，助け合いから成り立っている。 

助け合いの制度であるためには，助け合いを目的とした精神的連帯の存在が前提
となる。 

保険の仕組みを捉えて助け合いの制度とすることはできない。 

保険は読んで字のごとく危険の引受であって，助け合いではない。 

民間保険事業は，経済的機能や効果として助け合いの制度であり，このことの結
果が加入者各人の経済的保障を達成する。 

助け合いの精神を機械たる保険が訴えることは，ラーメンの自動販売機が口をき
いて「私は食事を提供するから，あなたの母親代わりです」というのとさして異
なるところはない。 

保険の仕組みとしては，事実上技術的な相互性は認められるけれど，精神的なも
のは存在しないのが現状ではないかと思う。 

技術的な団体性・相互性はあるが，それに倫理的な意味での相互扶助・助け合い
の精神が付加されるか否かは，保険制度の運営主体・経営主体の性格によって異
なってこよう。 

保険本質論としては助け合いの制度であるが，現象形態では助け合いは消滅している。 

「助け合い」もわかりやすいが慈善的性格が濃厚に過ぎると，近代的感覚を失い
アピールも迫力もない。 

自助を有機的に結合させる保険の技術的要請からくる無意識的な助け合い。 

技術的な相互性が保険を助け合いの制度たらしめることはできない。 

私営保険事業は基本的には保険資本であって，その活動の直接的目的・規範的動
機は利潤の追求にある。 

回答者 設問１ 
の回答 

設問２ 
の回答 設問１の回答のポイント 

野津　　務 １ ○ ○ 

青谷　和夫 ６ ○ ○ 

気賀真一郎 ７ ○ ○ 

椎名幾三郎 １１ ○ ○ 

松本浩太郎 １３ ○ ○ 

庭田　範秋 17 ○ ○ 

藤田　楯彦 ２ × × 

三輪　昌男 ３ × × 

印南　博吉 ９ × × 

水島　一也 １０ × × 

塗　明　憲 １２ × × 

笠原　長寿 １４ × × 

根立　昭治 １５ × × 

田村祐一郎 １８ × × 

久木　久一 １９ × × 

本田　　守 ２３ × × 

黒田　泰行 ２４ × × 

吉川　吉衛 ２５ × × 

今田　益三 １６ × △ 

石田　重森 ２０ × △ 

鈴木　譲一 ２１ × △ 

駒崎　信次 ２２ △ △ 

末　高　信 ５ △ × 

横尾登米男 ８ △ × 

金子　暁実 ４ × 回答なし 

（注）１．設問１に対する回答は，民間保険事業を助け合いの制度とする回答を○，逆を×とした。色々と条件などがつ
き，必ずしも○，×に単純に分類できないものや結論が不明確なものもあったが，回答全体から判断する等して，
できるだけ○か×に分類した。どうしても，どちらにも分類できないものを△とした。

　　　２．設問２に対する回答は，助け合いの制度であることをPRすることを可とするものを○，否とするものを×と
した。どちらにも分類できないものを△とした。

　　　３．順番は『インシュアランス』誌に掲載された順番である。
　　　（出所）インシュアランス編集部［１９７８a］，［１９７８b］に基づき，筆者作成。
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笠原博士によれば，レクシス（W.Lexis）が給付・反対給付均等の原則を明

らかにした２０世紀初頭以来，保険は助け合いの制度ではないというのが学問上

の定説になっているにもかかわらず，先に取り上げた『生命保険物語』を含め

て保険を助け合いの制度とする主張は，「１９７０年代に入ってから，政府，財界，

官庁エコノミスト，大蔵官僚，保険行政，保険会社を軸にして，一部の学者，

労働組合，野党までを巻き込んで一大キャンペーンが展開されている。“福祉

見直し論”，“自前の福祉論”，“保険会社福祉産業論”と基礎を同じくするもの

であって，社会保障の，私的営利保険による代替を通じて，国家や資本（企業）

による社会保障費用負担を節約させる目的を本質的に帯びているものであ」

（笠原［１９７８］p.３５）る，とのことである。アンケートによれば，民間保険事

業を助け合いの制度と考えているものが６名，そうでないと考えているものが１６

名で，助け合いの制度と考えていないものが多数であった。保険相互扶助制度

論否定者がかなり数で上回ったといえるが，保険相互扶助制度論者にはわが国

を代表する保険研究者も含まれており，笠原博士の主張する如く，保険が助け

合いの制度ではないとするのが学問上の定説であるとは，少なくともわが国保

険学界においては，必ずしもいえないようなアンケート結果ではないか。ここ

にわが国保険学界における保険相互扶助制度論の根深さが現れている。また，

設問１のアンケート結果について，笠原博士は「『助け合い論』の積極的主張

者の殆どが，保険概念を，法律解釈論と技術論（アクチュアリ学）の立場から

把握されている方々であることを認識した」（同p.４４）とされ，庭田範秋博士

は「概して当時中年以前の年齢層の学者間では『保険は相互扶助の制度に非ず』

の立場が圧倒的に多く，中年以後のところでは『保険は相互扶助の制度である』

の見解が多かったように推察できた。前者は保険を神話抜きで捉えようとする

からであり，後者には保険を神聖視する心情が残っていたからとも見ることが

できる。」（庭田［１９９０］pp.２５-２６）とされる。庭田博士の年齢を切り口とした

分析も興味深いが，笠原博士の指摘される研究分野との関係が注目される。そ

して，何より保険相互扶助制度論者に法律解釈論，技術論の立場のものが多い

中で，庭田博士自身が保険相互扶助制度論者であることがひときわ目を引くの

である。庭田保険学における保険の相互扶助性についての考察は後で行うこと
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にして，アンケートについての考察を続けよう。

設問１，２の回答の組み合わせをみると，○－○または×－×という組み合

わせが圧倒的多数であった。設問が保険に対する認識とその認識に基づくPR

の是非の判断という点から，当然の結果であろう。

このようにこの論争は笠原博士の日本保険学会大会での問題提起に始まった

といえるが，庭田博士はこの問題提起について，「この提案自体は時宜も得て

もいたし，なによりも『保険は助け合いだ』と保険業界が主張・広報しだして，

一面においては社会保障とのイメージ接近を図り，他面ではようやく目に付き

だして，気になりだしてきた共済とのイメージ面での不利を埋めたいと思いだ

して，動きを見せだしたことにつき，まさに適切なる問題所在の指摘であって，

高い評価を受けるに十分に価しよう。」（庭田［１９８７］p.８６）と高く評価される４）。

しかし，「問題提起としては『さすが』との称賛に値するものの，その後の論

争操作と進行のまずさもあって，学者のエネルギーと日時を費消した割には，

最終的な学的収穫はさして多いものではなかったように思われる」（庭田［１９９０］

p.２５）と厳しい評価をされる。論争が実り少なく終った理由を次の３点とされ

る。第１に「保険は相互扶助の制度に非ず」をそのまま「保険は利潤追求の制

度」と繋げてしまったこと，第２に保険の追求する使命・目的と保険という事

業をあまりに一体的に把握し過ぎていること，第３に相互扶助の正確なる把握

がなされないままの論争過程であったこと（同pp.２６-２７），である。

第１の理由については，論争のどういった点を指しての指摘なのかよく理解

できない。庭田博士は争点がどこにあると考えているのであろうか。アンケー

ト結果から浮かび上がる争点は，相互扶助に精神的な面を含めるか否かという

――――――――――――
４）インシュアランス編集部［１９７８a］には庭田博士の回答も掲載されているが，そこでは
問題提起の仕方にも厳しい批判をされている。「学会のその場に居あわすことができな
かったので，この問題が提起され，どんな結論の方向に流れたかは知らないがかかる重
大にして規模の大きな質問を不意に，ダイレクトに５人の報告者に投げ掛けて，しかも
ごくごく短期間に答えを求めて，その場で意見をまとめたところが，あまり価値のある
ものとはならないのではないかと思う。しかも座長の鮮明な否定的主張が事前に述べら
れて，その直後であっては，５人の方々の答えも何がしか規制されて，真意は出にくか
ったのではなかろうか。」（インシュアランス編集部［１９７８a］p.４５）
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点であろう。保険相互扶助制度論者も含めてほぼコンセンサスに近いのが，精

神的な意味での相互扶助を保険が必要としないという点と保険は「一人は万人

のために，万人は一人のために」という貨幣の流れを形成する技術的な相互性

を有するという点である。したがって，保険相互扶助制度論者は技術的な相互

性をもって保険を相互扶助であると主張し，保険相互扶助制度論否定者は技術

的な相互性は相互扶助に非ず，精神的な意味での相互扶助でなければ相互扶助

ではないとして保険の相互扶助性を否定するのであろう。そこで，保険相互扶

助制度論者では「自助の『助け合い』の仕組み」（表１，７．気賀真一郎）とい

った指摘が見られ，また，保険相互扶助制度論否定者からは「自助を有機的に

結合させる技術的要請からくる無意識的な助け合い」（表１，２３．本田守）と

いった指摘がなされるのであろう。したがって，アンケートの回答からは，

「保険は相互扶助の制度に非ず」をそのまま「保険は利潤追求の制度」と繋げ

てしまうような単純な保険相互扶助制度論批判は多くないのではないかと推察

される。

第２の理由は，換言すると，保険を考えるときに保険そのものと保険事業あ

るいは保険企業を分けて考えることが重要であるとの指摘といえる。これは保

険の相互扶助性の議論の核心を突く指摘と考える。なぜならば，保険現象を把

握するに当って，保険そのものの性質＝保険の本質が単純に現象するわけでは

なく，制度としての保険が事業として営まれて個々具体的な保険として現象す

るので，保険の本質と具体的な保険の性質を次元の違うものとして分けて把握

すべきであり，また，具体的な保険はある特定の保険企業が事業として保険を

運営することによって成立するから，具体的な保険の性質と保険企業との関係

も考察されなければならない。保険の本質と具体的な保険の性質との関係，こ

れらと保険企業との関係が保険の相互扶助性考察において非常に重要である。

特に保険の相互扶助性の議論においては，社会保険や協同組合保険のように明

らかに相互扶助と関わる保険が存在するのでなおさらである。もちろん，社会

保険の相互扶助性については，社会保険は二面性を有し，扶養性ないしは政策

性の反映であるといった形でその根拠が把握されているのであろう。しかし，

協同組合保険をめぐる考察では，協同組合保険の相互扶助性に対する否定的な
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見解もみられる。たとえば，佐波［１９６０］では，共済は保険である，保険は相

互扶助を必要としない，ゆえに共済も相互扶助を必要としない，といった議論

が展開される。しかし，共済＝協同組合保険とすれば，保険そのものは相互扶

助を必要としなくても，協同組合という組織が相互扶助を必要としたり，相互

扶助と関わったりする可能性を否定することはできず，そのような協同組合と

いう組織が運営する協同組合保険の相互扶助性を単純に否定することはできな

いのではないか５）。このような捉え方になるのは，保険企業を保険に何ら影響

を与えない，無色透明な単なる保険事業の運営者としてしか見ないからではな

いか。保険者・保険企業と保険の性質との関係についての考察が不十分である。

社会保険の相互扶助性の場合も含めて，保険企業の存在を考慮すべきであり，

保険の本質と個々具体的な保険の性質との違い，そうした保険の本質と保険企

業との関係といったことが，十分に意識されていない。このアンケートについ

ては，設問に民間保険事業という限定をつけているので，回答者が保険者・保

険企業の存在をある程度自然に意識するようになっているものの，保険の本質

と具体的な保険の性質との関係，これらと保険企業との関係といった点に回答

者の注意が十分に払われているとは思えず，回答者の回答は総じて佐波［１９６０］

と同じ弱点を有するものと考える６）。そのため，保険の相互扶助性をめぐる議

論において，争点が単に技術的相互性をもって保険を相互扶助制度と捉えるか

否かとなってしまっている。それでは，論争の実りが少なくなったのは，争点

が技術的相互性をもって保険を相互扶助とできるかという点にあるにもかかわ

らず，第３の理由にあるように，相互扶助の正確な把握がないままの論争過程

であったからであろうか。

「相互扶助の正確な把握がないままの論争過程」とはなんだろうか。正確な

相互扶助を何に求めるかは別として，少くとも相互扶助の捉え方にコンセンサ

スのない状態を指していると思われる。しかし，この論争において，相互扶助

――――――――――――
５）三輪［１９６０］では，佐波［１９６０］に対する有益な批判が展開されている。
６）ただし，石田重森博士の回答（表１，２０）は卓越している。庭田保険学における保険
の相互扶助性を後で考察する際に，石田博士の見解を取り上げて，庭田博士の見解と比
較検討する。
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については全くコンセンサスがなかったのかというとそうではなく，第１の理

由の考察において指摘したように，精神的な意味での相互扶助を保険が必要と

しないという点と保険は技術的な相互性を有するという点についてはコンセン

サスがあったといえるのではないか。したがって，この点からは争点は極めて

明確であって，それは技術的相互性をもって相互扶助とできるか否かという点

にあったと考える。論争の実りが少なかったのは，争点が極めて明らかであっ

たのにもかかわらず，それを深めて本格的な論争に発展させる意思を論争の仕

掛け人も保険相互扶助制度論者も保険相互扶助制度論否定者も持たなかったか

らではないか。おそらく，大半が保険相互扶助制度論否定者であることをもっ

て自らの正当性が確認されたとして，論争の仕掛け人および保険相互扶助制度

論否定者はこの論争を深める価値も必要もなく，結果は出たと考えたのではな

かろうか。一方，保険相互扶助制度論者は，たとえ少数でも，保険の貨幣の流

れを見れば，その相互扶助性は火を見るより明らかであり，「何をいまさら」

といった意識が強かったのではないか。しかし，技術的相互性をもって保険の

相互扶助性とするのは，相互扶助の捉え方として社会常識を逸脱し，保険学的

にも定着していないので，そのような捉え方をあえてする理由を保険相互扶助

制度論者は明らかにする義務がある。したがって，この点に関わらせて論争の

実りが少なかった理由を考えれば，技術的相互性をもって相互扶助とできるか

どうかという争点に対して，何故そうできるのかについて説明義務を負う保険

相互扶助制度論者がその義務を果たさなかったことにある。また，争点をこの

ようにきちんと把握して，保険相互扶助制度論者に説明義務の履行を求めなか

った保険相互扶助制度論否定者の取り組み姿勢にあったと考える。このような

意味で相互扶助の正確な把握のない論争過程といえ，争点が明らかになったに

もかかわらず，相互扶助の把握に努めなかったといえる。

以上から，この論争自体の実りは多くないかもしれないが，保険の相互扶助

性をめぐる考察の問題設定に当って，保険企業の存在が重要であるという示唆

を含むという点で重要な論争といえよう。その後小規模ではあるが，「連続説」，

「非連続説」の間で論争が戦わされている。次に，連続説，非連続説の論争を

考察する。
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箸方幹逸博士によれば，保険史において，連続説，非連続説という対立した

見解があるとされる（箸方［１９９２］）。箸方博士は自らの見解を「連続説」とさ

れ，それは保険を相互扶助・互恵の近代化と捉えることであるとされる。そし

て，このような見解と対立する田村祐一郎博士の見解を「非連続説」とされ，

海上保険では非連続説が当てはまりそうだが，少なくとも，家計保険に関して

は連続説が妥当であるとされる（同p.２４）。また，保険と相互扶助との関連を

否定する非連続説に対する積極的な批判点として，相互組織の保険企業や協同

組合保険を説明できないとされる（同pp.２４-２５）。両者の対立を解消する鍵を

ポランニー（K.Polanyi）の経済人類学に求められ，キー概念を互恵，再分配，

交換（交易）とされ，互恵──近代共済・相互主義保険，交易──営利＝会社

保険，再分配──社会保険として保険と対応させ，互恵は今でも社会統合の有

力な行動パターンであり，このように捉えることによって，保険史の難問であ

る相互組織の保険企業や協同組合保険を説明できるとされる（同p.２９）。

一方，田村博士は，原始的保険，近代保険といった保険史把握がみられ，原

始的保険に合理的保険料率算出の保険技術が加わったものを近代保険としてい

る見方が多いが，原始的保険の範囲や内容が明確ではないとされ，また，この

ような見解は前近代から近代への直線的または連続的な保険の把握といえるが，

前近代における相互扶助的な制度が発展して保険となったというよりも，そ

れらの制度にかわって保険が登場したとすべきであるとされる（田村［１９８０］，

［１９９５］）。連続説は，リスク対策史と保険史とを混同しているとも批判される

（田村［１９８０］p.３３）。原始的保険の範囲としては，原始的保険と近代保険のメ

ルクマールを科学や技術＝料率算定の合理性にのみ求めるのではなく，社会経

済的基盤にまで立ち入るべきとし，原始的保険を原始的共済と商人保険に分け

る水島一也博士の所説（水島［１９６０］p.５）に同意した上で，ギルドを原始的

共済施設として考察している。「原始的共済施設と近代保険との最も重要な違

いは，前者では予め集団が存在し，その集団の内在的機能として保険的活動が

あるのに対し，後者ではまず特有の技術機構が存在し，その結果として保険団

体が形成されることである」（田村［１９８０］pp.５７-５８）とされる。前近代的集

団における保険的活動から解放された個人を対象にした独特の技術機構が保険
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であり，ギルド的保険の持っていた相互援助機能に技術および資本主義的属性

が調和的に結合することによって出現したのではなく，後者が前者に全面的に

取って代わることによって成立したとされる（同pp.５８-５９）。

経済的保障制度はいかなる社会においても求められ，その形成原理は自助・

互助・公助といえよう。この３原理は超歴史的概念といえ，いずれの社会にお

いても存在するといえよう。しかし，３原理のうちいずれかが前面に出され他

は背後にやられるといった形で，その時代時代の経済的保障制度の原理が形成

されてきたと考えるべきではないか。その意味で，社会統合の原理は歴史的な

概念であり，経済的保障制度形成原理もこのように考える。何も，互助＝互恵

的なもののみが連続的とはいえないであろう。それにもかかわらず連続説を主

張する場合，互恵的なものを特に取り上げなければならない根拠が示される必

要があろう。前近代社会では互恵的原理が支配的で，その原理が合理化して近

代で保険になったとすることは決して自明のことではなく，前近代で細々とな

がら存在した交換が近代で市場経済が形成されることにより社会の前面に出た

との連続説的な捉え方も可能であろう。保険の相互扶助性を否定したとしても，

連続説的な捉え方は可能である。また，いずれの原理がどのようになっていた

かはともかくとして，社会の仕組みが変わる場合，革命などによって人為的に

急激に変わるにしても，社会のあらゆる制度が一気に変化するということは不

可能であろう。そういった点からは，今の社会が前の社会の否定の上に成立し

たとしても，全ての歴史は連続的である。一方，人類のあらゆる歴史的段階で

求められる特定の機能を果たす制度は，その社会がいかなる仕組みであるかと

いうことにより異なってこようから，前の社会の制度と同様の機能を果たす今

の社会の制度は，今の社会の仕組みに従いながら，前の社会で同様な機能を果

たしていた制度に代わるものとして発生したともいえる。前の社会の制度に代

わるという点をもって非連続的というなら，非連続的である。しかし，前の社

会の制度が今の社会の制度に発展して変化したという意味では，連続的であろ

う。保険における相互扶助性をめぐる見解の違いが，保険史において連続的か

非連続的かという違いとなって現れるのであろうが，歴史観として，連続・非

連続といった捉え方は，あまり重要ではないのではないか。制度の変化や発展
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は，連続・非連続というよりも，古くからの制度的体系に新しい制度が重ね合

わされていく累積的な過程ではないか。

この論争自体は小規模ではあるが，経済的保障制度形成原理と結びつく考察

がなされていること，原始的保険，保険類似制度など周知のこととされてきた

術語の持つ曖昧さが明らかにされ，保険史の中核概念といえる近代保険の概念

について深めた点において，保険史への貢献は大であると考える。ここでは，

この論争で連続説という保険相互扶助制度論が保険の相互扶助性の根拠として

相互会社や協同組合保険をあげていることに注目したい。そして，この点からは，

保険相互扶助制度論を論破するためには，相互扶助性のある保険についてその

存在が保険の相互扶助性を示す根拠にならないことを明らかにする必要がある。

４．保険学界の保険相互扶助制度論（２）──庭田保険学における保険

の相互扶助性

先に保険相互扶助制度論者としてひときわ目立つとした庭田博士の保険の相

互扶助性をめぐる見解について考察する。

庭田［１９６０］における「（保険は・・・小川加筆）私的な予備貨幣蓄積制度

を，資本主義の諸原則に従いながら，予備貨幣蓄積の社会化によって，さらに

合理的制度へと高めたのである。その根本に流れ，根拠をなしている原則は，

実に資本主義の精神としての個人主義と合理主義なのである。」（庭田［１９６０］

p.２８５）との指摘から，当初庭田博士は保険と相互扶助を全く関連付けていな

いとも思われる。庭田［１９６０］に続く庭田［１９６２］では，現在および今後の保

険学が体系的かつ詳細に検討されるが，保険は社会学と一脈通じるとして，

「保険における相互主義とか，相互会社組織の意義なども，社会学的な考察を

含むであろう。」（庭田［１９６２］p.３８）とし，また，『共済事業の理論と実務』

に関する書評において，「共済の助け合い的性格」について「保険の必要が痛

感せられながら，農業経済社会なるがゆえに保険の限界におかれていたものが，

一つには農家の経済の向上により，さらには農業の資本主義体制化の推進によ

って，しかもまた大資本，独占資本の圧迫にも対抗する必要にかられて，ここ

に共済なる独特の制度を生成せしめたのであると。従ってもし共済に助け合い
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という要素があるとすれば，中小資本の，農業資本の──農家経済の，階級と

しての共通の利害関係に基づく助け合いであって，それは前時代的なものとは

異なるのではなかろうか。それは農業経済の資本主義化によって生まれ長じな

がら，しかも資本主義の高度化に対する農業経済の自衛策でもあるであろう。」

（同p.２５２）とされ，保険そのものの相互扶助性はあまり重視されていなかった

と思われる。さらに，これを裏付けるかのように庭田［１９６４］では，保険の相

互扶助的把握と一脈通じる保険協同体思想に否定的であると思われる（庭田

［１９６４］p.７注（４））。また，「技術的見地からする各契約間ないし各加入者間の

相関関係を意味する保険の団体性は，他人との相互扶助意識や協同主義的精神

に基づくものとは認めがたい。保険会社によって引き受けられ，一般特定人の

加入が予想されている私保険事業についていえば，各加入者は，まったく自己

自身の利益を守る手段として，利己的意識や個人主義的精神に基づいて保険に

加入するのである。そこには保険制度を，すべて加入者の相互扶助的・犠牲的

精神に基づく相互救済制度と解し，各加入者は他の加入者に対し，ないしは全

加入者の団体そのものに対し，いわば犠牲的に奉仕すべき使命を有するとする

がごとき意味での団体性はないのである。」（同p.１４４）と，保険の相互扶助性

について否定的であると思われる。

しかし，庭田［１９７２］では，「近代的保険が，その意味では（技術的相互扶

助組織という意味では・・・小川加筆）消極的相互扶助の性格をもつのに対し，

『近代的共済』は積極的な社会改革という性格をもつものだということができ

よう。」（庭田［１９７２］pp.２８４-２８５）との指摘がみられ，あるいは，庭田［１９７３］

では，「本来保険は相互主義の原理と名づけられる『一人は万人のために，万

人は一人のために』をその基底とするもので，その上に団体性や公共性さらに

社会性をも有するものである。」（庭田［１９７３］p.１６７）と保険の相互扶助性・

相互性が指摘されている。さらに，庭田［１９７４］では，「保険は自己責任原理

の上にたったところの相互救済の制度である。」（庭田［１９７４］p.１１３）とされ，

「保険は社会的な相互救済による善後策と定義できる。」（同p.２８１）とされて，

相互扶助性を明確に指摘される。ただし，「社会的な」という文言が気になる

ところであり，そこに庭田博士の一種独特な相互扶助観が示唆されているよう
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にも思われる。この一種独特な相互扶助観は庭田［１９７６b］において，より鮮

明となる。すなわち，「保険を利用する社会各人は，どこまでも自己の生活や

自己と関連せる家族の生活の経済的保障の達成を願っての保険加入であるが，

それでいて制度の仕組みや運営の結果が保険加入者またはそれと関連せる人々

の相互扶助ならびに相互救済による全員の経済的な生活の保障を結果としても

たらすことになるのである。」７）（庭田［１９７６b］p.１６８）そして，この一種独特と

も思われる相互扶助観は，「当時（１７世紀後半・・・小川加筆）は，すでに資

本主義の初期であり，近代的な経済人が発生し，一切の取引や契約は，すべて

合理的な経済原則の上に立脚して行なわれていたのである。したがって，『保

険』においても，このことは同じで，単なる『利潤追求』の一つの手段として

みられていたにすぎなかったのである。したがって，初期における保険経営の

形態が，ローマン的地中海的系譜からみれば営利的であるのに対し，ゲルマン

的北欧的系譜においては，それとは異なり相互的であったということができよ

う。」８）（庭田［１９７２］p.２７９）との指摘や「損害を埋め補うとかの考え方で作ら

れた制度と，相互扶助とか相互救済とかの精神から生まれた制度とが，それぞ

れ絡みあい，いずれに重点をより置きながら，各種保険へと進んでいった。」

（庭田［１９７４］p.２９７）との指摘にみられる保険の歴史観９）と結びついていると

――――――――――――
７）庭田［１９６４］の増補改訂版である庭田［１９７８］でも，この一種独特な相互扶助観が示さ

れる（庭田［１９７８］pp.３６４-３６９）。先に引用した庭田［１９６４］の相互扶助に対して否定
的と思われる記述を全く訂正することなしに増補改訂版で相互扶助観を示された。なお，
笠原［１９７８］において，「相互扶助はあくまでも目的意識的な性格を特徴とするもので
あり，この条件を欠いた相互扶助はありえない。」（笠原［１９７８］p.３６）

８）これはマール（W.Mahr）の保険史に沿った把握ではないか。マールの保険史およびそ
の問題については，水島［１９６１］を参照されたい。

９）庭田［１９７６b］は木村栄一・庭田範秋を編者とする『保険概論』の「第６章　社会保険」
であるが，同書において庭田博士は「第１章　保険総論」（庭田［１９７６a］）も執筆して
いる。庭田［１９７６a］では相互扶助が近代的な保険へ発展したかのような，保険の系譜
を相互扶助で一元的に捉える見方が展開され（庭田［１９７６a］pp.１-２），また，次のよう
な相互扶助と単純に関係付けた指摘もある。「助け合いの歴史の中から生命保険は誕生
し，発展し，向上を続けてきたのである。」（庭田［１９８６a］p.１３２）しかし，これらは過
度に単純化した記述と思われ，真意は本文中に引用したような二元的な捉え方，むしろ，
庭田［１９９５］では三元的な捉え方といえる（庭田［１９９５］p.２５９，図２）。
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思われる。歴史観というには抽象的過ぎるが，次のような指摘もある。庭田

［１９７９b］において，「この保険といえども，一時代前は『相互扶助』的な人為

的連帯──自覚的連帯に根ざし，強くかかわりを有していた。しかるに群また

は集団というものは，その規模を大とするにつれ，そこでの『連帯の意志』を

希薄化していく傾向にあり，保険もその例外ではなくて，ますます弱い連帯と

なり，その相互扶助の意識を弱め，かくて薄く広い社会的存在となってしまっ

たのである。」（庭田［１９７９b］p.５）さらに，庭田［１９７９a］では，「一人は万人

のために，万人は一人のために」なる文言解釈について，これを加入動機的に

解釈すべきではなく，さりとて仕組的理解も不十分であり，機能と理念の両面

よりの把握として機能的理解こそ正当である（庭田［１９７９a］pp.３２-３４）とさ

れ，「この文言を，自己を直接的に保障しながら，間接的に保険契約者全員を

保障する機能の表現としてこそ，現代保険の実相に即した解釈とされるであろ

う」（同p.３３）とされた10）。保険の相互扶助性の精神的な把握に対して否定的

であったと思われる。この指摘は，庭田［１９７４］を詳しく言っているに過ぎな

いようにも思える。庭田［１９７２］，［１９７３］，［１９７４］，［１９７６b］，［１９７９a］，［１９７９b］

の指摘は一貫した保険の相互扶助観に基づいているのかもしれないが，初期の

庭田［１９６０］，［１９６２］，［１９６４］とは異なる相互扶助観という気がしてならない。

庭田［１９７２］は協同組合保険をテーマとしているが，予備貨幣説から新予備貨

幣説＝経済的保障説への自らの保険学説の修正について論述され，従来の保

険学説の批判的検討も行なわれている。ここでの修正の目的の一つは，協同

組合保険を保険に包含させることにあると思われる。また，従来の保険学説

の検討において，相互扶助・相互救済との比較，結びつきを根拠として，各

保険学説が批判される。そこで，協同組合保険を包含させる予備貨幣説の修

正を行なう際に，相互扶助が保険の重要な要素の一つとして意識されるように
――――――――――――
10）庭田［１９７９b］でも同様の指摘がある。すなわち，「団結相互扶助」という言葉を使い，
保険がその代表格であるとしつつ，「加入動機の個人主義は保険の仕組み，構造，機構，
学理や技術を経ることによって，結果としては，機能としては相互扶助を実現する。」
（庭田［１９７９b］p.８５）また，同書では企業形態との関係でも指摘がある。「まことに相
互会社組織の生命保険にとっては，相互扶助がもっとも理念としてふさわしいであろ
う。」（同pp.１１６-１１７）
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なったとも思われる。いずれにしても，庭田博士の保険本質観における保険の

相互扶助性に対する捉え方の変遷が判然とせず，庭田［１９６０］，［１９６２］，［１９６４］，

［１９７３］，［１９７４］，［１９７６b］，［１９７９a］，［１９７９b］の見解がどういう関係に立つか，

したがってまた，庭田博士の保険の相互扶助性に対する捉え方が判然としな

い。

しかし，庭田［１９８７］では，先に指摘した１９７０年代に起こった保険の相互扶

助性をめぐる論争において庭田博士は「保険は相互扶助である」という説を唱

えたとされ（庭田［１９８７］p.２６），また，「保険は，人々の加入動機としては相

互扶助でない。加入後の結果としての相互扶助である。」とか「相互自助

（mutual selfhelp）」，「協力自助」とされて，いま一つ判然としなかった相互扶

助性に対する捉え方が独特の相互扶助観として前面に出されたといえよう（同

p.２７）11）。この独特の相互扶助観は，保険相互扶助制度論者が，自明のことで

はないにもかかわらず，あたかも自明のことであるかのように捉えている技術

的相互性をもって保険の相互扶助とすることに対する理論的考察を意味しよう。

この独特の相互扶助観につながる自助努力に対する見方が，既に庭田［１９８３］

で見られる12）。すなわち，「個人で孤立して自助努力に励むより，それぞれの自

立と自覚を尊重しながら相互に連帯し，相互に扶助し合って，自助努力を成功

させなければならない。」（庭田［１９８３］p.１２８）13）また，庭田［１９８６b］では，

各種の損害保険を説明する中で傷害保険についてのみ「怪我すなわち傷害に加

入者全員で相互扶助的に対応するのが，ここでの傷害保険です。」（庭田［１９８６

――――――――――――
11）庭田［１９８９］では，「自己責任的相互扶助の制度」（庭田［１９８９］p.１０６）との指摘も見
られる。また，庭田［１９９２］では，「保険の理念としての相互扶助」（庭田［１９９２］p.２００）
として，相互扶助を保険の理念としている。

12）これに先立つ庭田［１９８２］では，「再保険には，これに加入する者（元受保険の保険者
にして，さらに再保険においては被保険者とか加入者とか契約者とかの身分を持つ）全
体の間で，相互扶助的にして運命共同体的ムードが流れ出すべきものなのである」（庭
田［１９８２］pp.８５-８６）との指摘があり，再保険に対してまで相互扶助を指摘していると
ころに，保険の相互扶助性把握が徹底しているといえよう。

13）庭田［１９８３］に先立つ庭田［１９８１］においても，保険の相互扶助についての指摘が見ら
れる。巻末「保険ミニ辞典」の「保険」において貯蓄との比較で，「保険が多数の協力
による相互扶助の共同の制度である」（庭田［１９８１］p.２４５）との指摘がある。



―76 ― 保険の相互扶助性について

b］p.２０）として，なぜ傷害保険だけ相互扶助性を強調するのかわからないが，

相互扶助についての指摘がある。保険そのものについても，「そもそも保険と

は国民の経済生活の保障のためのもので，高い福祉という思想に源を発し，

相互扶助という正しい制度に組まれているものです。」（同p.３３）との指摘があ

る。

そして，庭田［１９８８］では，「社会的形態で予備貨幣の合理的・効率的蓄積

を図って，偶然の災害の好ましからざる事態の発生に備え，もって経済的保障

の達成を相互扶助的に図るのが社会制度としての保険ということになる」（庭

田［１９８８］p.３１１）との庭田［１９９５］の定義文に結び付く表現が見られる。も

っとも，この指摘は保険の本質や保険の相互扶助性をめぐる考察において登場

したものでないため，掘り下げる余地はなく，ここでは庭田［１９９５］の定義文

に結び付く記述があったことを指摘しておくのみとする。これに対して庭田

［１９９０］では，「（保険の相互扶助は・・・小川加筆）社会一般の相互扶助の捉え

方とは少しく相違するであろう」（庭田［１９９０］p.２７）とされ，６７にも及ぶ文

献における相互扶助の概念もしくは相互扶助という文言の使われ方を研究した

上で，保険における相互扶助とは「制度的で，必ずしも意識的でなく，いうな

らば機械的な相互扶助である」（同p.７９）とされた。続けて，「近代的相互扶助

としての保険は，社会の原子構造，その中の各人の原始的関係の上に形成され，

そこでの時代的精神は個人主義，合理主義そして物的財富優先主義であろう。

営利主義と言い直してもよい。・・・（中略）・・・。そこに精神的で，家族

的で，血縁的な相互扶助が残存したり，定着したり，活発的である可能性はき

わめて少ない。かくて制度的にして，結果的な，経済計算の上にのる保険が旧

型の相互扶助に取って代わって登場，そして本格的な発展を遂げることになる

のである。相互扶助が保険制度の中で果たす機能は，今まで言われ続けて社会

のどこにでも見られた相互扶助とは，いささか変わってくるであろう。」（同p.７９）

とされた。土台としての資本主義社会を十分に意識しながら，その上で保険の

相互扶助性を展開しているといえ，ここに独特の相互扶助観が極めて明確にさ

れたといえ，先に提示した「庭田博士の保険の相互扶助性に対する捉え方が判

然としない」との疑問点は完全に解消されたといえよう。そして，庭田［１９９３］
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では相互扶助に基づく保険の理解がより徹底し，「経済的保障の制度に関わる

ほとんどの制度が相互扶助を理念とする」（庭田［１９９３］p.１８０）とされ，保険

（正確には個別保険または会社保険という意味か・・・小川加筆）における相

互扶助――制度的，団体的，仕組み的，合理的」，「共済（協同組合保険・・・

小川加筆）における相互扶助――人間的，互助的，精神的，領域・範囲限定的」，

「社会保険における相互扶助――国家的，社会経済的，社会政策的，基礎的」

（同p.１８１）とされた。相互扶助性があるという点では各種保険は共通するとし，

相互扶助の種類が異なるとするものであろう。ここに，保険の相互扶助性を前

面に出されたと思われる。

このようにみてくると，庭田博士の保険における相互扶助の捉え方は，当初

の庭田［１９６０］の時点から首尾一貫していて，ただそれを前面に押し出さなか

っただけとも考えられる。しかし，前面に押し出さなかったことに着目すれば，

保険の相互扶助性をめぐる見方に変化が生じて保険の相互扶助性を前面に押し

出すことになったとも考えられ，その場合，庭田［１９６０］の時点では保険の相

互扶助性に対して否定的な見方をしていたという可能性を否定できないのでは

ないか。ここでは「庭田博士の保険の相互扶助性に対する捉え方が判然としな

い」との疑問点を解消する形で保険の相互扶助性が前面に出されたことを確認

しておこう。その上で，今度は次のような新たな疑問が生じるのである。すな

わち，「何故，保険を把握するにおいて社会一般の捉え方から逸脱してまで相

互扶助という文言にそこまでこだわるのか」ということである。このように相

互扶助を解すると色々なものが相互扶助と捉えられ，そうまでして相互扶助と

関連付けて保険を把握することの意義が理解できない。そこで，「保険の本質

把握において，相互扶助性を積極的に評価することにいかなる意義があるのか」

といった疑問が生じるのである。自明の如く技術的相互性をもって保険の相互

扶助性としてしまう多くの保険相互扶助制度論者に対して，社会通念を逸脱し

た相互扶助観とならざるを得ないその相互扶助性を理論的に説明しようとする

庭田博士の姿勢は保険相互扶助制度論者として正しいと考えるが，庭田博士の

説明でもなぜ技術的相互性を保険における相互扶助性とできるのか，さらには，

そうすることに保険学上どのような意義があるのかが理解できない。庭田博士
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は，前述の通り，保険は相互扶助か否かの論争を少しく重要度と次元において

劣る論争とされたが，論争に対する評価はともかくとして，保険の相互扶助性

をめぐる議論は，保険本質論に関わっているという点で非常に重要なテーマで

あり，保険学はこの点について研究を深めるべきであると考える。重要度と次

元において共に高い「保険の相互扶助性とは」という議論が必要なのではない

か。

５．保険学界の保険相互扶助制度論（３）──庭田保険学と連続説

先に『インシュアランス』のアンケート結果に対する庭田博士の見解，すな

わち，保険を相互扶助とするものは中年以後の年齢層の学者に多く，それは中

年以前の学者は神話抜きで保険を捉え，中年以後の学者は保険を神聖視する心

情が残っているからであるとの見解を引用したが，庭田博士と同世代の水島博

士は，保険学界にはいくつかの神話が生きているとされ，神話はロマンと夢を

与えるが，「論理と実証に基づく法則的命題の追求に関わる社会科学の世界で

は，無用の存在」（水島［１９９４］p.１８７）とされる。水島［１９９４］では，このよ

うな神話の一つとして，近代保険の原型が相互扶助に立脚する原始的保険であ

るとする見解を取り上げる。このような見解の代表者として庭田博士が取り上

げられ，庭田博士の見解を批判する一方，対照的立場にある論者として田村博

士を取り上げている（同pp.１８７-１８９）。したがって，水島博士は，庭田博士の

見解を先に取り上げた連続説と捉えていると思われる。確かに，庭田博士の歴

史観は相互扶助的な流れを重視する点において，連続説の箸方博士と同様な歴

史観にあるといえる。水島博士は，このような連続説を学界の通説とし，原始

的保険を保険の原形とする通説を厳密に突き詰めると，「原始的保険を支える

相互扶助理念が，近代保険にも生きつづけることを承認するという論理的帰結

を導くことになろう」（同p.１８９）とされ，この命題と今日の保険制度の現実と

の違和感は大きいので，原始的保険の性格規定と相互扶助の理念の位置付けを

考察する必要があるとされる（同p.１９０）。

水島博士は，原始的保険は前期的保険と共済的施設の二つに分類されるべき

とし，庭田博士の歴史観のところでもみられたマールの分類と対応させ，二つ
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はそれぞれに社会経済的意義をもつにもかかわらず，通説は「それらを原始的

保険として一括し，そこから共通の要素を抽出しようとする」（同p.１９０）と批

判される。人類は有史以来から生存や生活を脅かすリスクに直面してきたので，

人類はそれぞれの社会経済構成に照応したリスク対策を考案してきたとされ，

リスク対策のために社会的総生産物の中から一定の控除が必要とされ，これが

マルクス（K. Marx）のいう保険ファンドまたは印南博士のいう保険基金であ

るとされる。ここに，水島博士はいかなる社会にも必要とされるリスク対策を

保険基金を用意することと捉え，そのリスク対策がそれぞれの歴史的段階にお

ける社会経済構成に照応して具体的形態をとり，そのようなものとして前近代

の社会経済構成に照応した原始的保険があるとの見解であると思われる。その

原始的保険はあくまで前期的保険と共済的施設よりなるので，原始的保険を保

険の原形と位置付ける通説とは根本的に立場が異なるとされる（同p.１９２）。以

上が，水島博士による庭田保険学の歴史観ないしは通説に対する批判であるが，

何点か疑問点がある。

まず，庭田保険学の歴史観＝連続説としてそれを通説とし，通説は異なる社

会経済的意義をもつ前期的保険と共済的施設の二つを原始的保険として一括し，

共通する要素を抽出しようとしているとされるが，このような認識は正しいで

あろうか。水島［１９９４］における庭田博士の批判は，庭田［１９７６a］に対する批

判であるが，脚注１０で指摘したように，庭田［１９７６a］は過度な単純化がなさ

れていると思われ，むしろ保険の系譜を相互扶助的な流れと非相互扶助的（営

利的）な流れの二元的な流れで把握していると思われる。箸方博士も，前述の

通り，海上保険では非連続説が当てはまりそうだが家計保険に関しては連続説

が妥当として，非連続説＝非相互扶助的（営利的）な流れ，連続説＝相互扶助

的な流れの二元的な流れで保険の系譜を把握している14）。この点で両博士の歴

史観は二元説といえよう。しかし，この二元説的歴史観は，水島博士の前期的

――――――――――――
14）箸方博士は，ポランニーに依拠して三元的な立場ともいえる。また，庭田博士も，前述

の通り，庭田［１９９５］によれば三元的な把握といえる（庭田［１９９５］p.２５９，図２）。し
かし，ここで重要なことは，一元的把握ではなく多元的把握であるということ，相互扶
助の連続性に保険の系譜の一つを求めていることである。
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保険（営利主義），共済施設（相互扶助主義）と対応しており，しかも，水島

博士の批判とは異なり両博士とも「共通の要素の抽出」など行っていないの

である。原始的保険を前期的保険，共済施設の二つとして把握する水島博士

の見解自体も二元説といえ，このように考えると，庭田・箸方両博士と水島

博士の見解の相違はどこにあるのかわからない。保険の系譜を営利保険のみ

の一元的に把握し，一元説から二元説を批判するならば，水島博士が主張す

るように根本的立場は異なるといえようが，共に同じ二元説では，「根本的に

立場が異なる」とはいえないのではないか。結局，水島博士の批判の核心は，

マール批判に象徴されるように，保険の系譜を二元説的に把握する点にある

のではなく，営利主義的流れと相互扶助主義的流れを同一比重で把握する点

にあると思われる（箸方［１９９２］p.９）。社会経済構成に対応したリスク対策

が構築されるとする水島博士の見解からは，二つの流れに同一比重を置くこ

とはできず，当然近代資本主義社会では営利主義的な流れが本流になると考

えられる。このように考えると，水島博士の批判は，同一比重で把握するこ

とで相互扶助の流れが近代保険にも明確に受け継がれ，近代保険の性質の一

つとして相互扶助性が導かれるという論理展開を「原始的保険を保険の原形

と位置づけることはできない」と批判していると捉えることができるのでは

ないか。

この水島博士の批判点は，ポランニーに依拠して三元的立場をとる場合の箸

方博士にも当てはまる。筆者の歴史観に引き付ければ，ポランニーに依拠した

箸方博士の三元的立場と類似するが，次の点において根本的に異なる。連続

説・非連続説の考察に際し述べているが，繰り返そう。超歴史的概念としての

経済的保障制度形成原理として自助・互助・公助が考えられ，それぞれの原理

に基づく保険の系譜が考えられるが，重要なことは三原理の系譜を同一比重で

把握するのではなく，むしろ社会経済に規定されて，ある原理が前面に出て他

は背後に押しやられるといった形で，特定の歴史的段階にある社会の経済的保

障制度形成原理が形成されると考えるべきである。この点において，相互扶助

の流れを保険の系譜の一つとして認めること自体は問題がないとしても，相互

扶助・互助の流れが直線的に近代に連なるというのは不可能であり，水島博士
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が主張されるように，近代の社会経済構成に照応して自助の流れが本流となり，

自助的な制度から多大な影響を受けながら，互助的な制度や公助的な制度が構

築されることとなる。このように考えるべきではないか。

次に，水島博士は庭田保険学の歴史観＝連続説としているようであるが，両

者に差はないのだろうか。前述の通り，歴史的な流れに関する認識は両者同様

なものといえるが，現代の保険に対する認識はかなり異なるのではないか。そ

れは，連続説はどちらかというと歴史的な流れとして相互扶助の流れを重視す

るのに対して，庭田博士は歴史的な流れにおける相互扶助よりも多種多様な現

代保険の把握において相互扶助をキー・ワードにしているということである。

自ら経済的保障説を展開され，一貫して保険本質論重視の姿勢を貫く庭田博士

の保険の定義文に相互扶助が含まれている。庭田保険学では，こうしてあらゆ

る保険の共通項として相互扶助が位置付けられるので，前述のような，社会常

識を逸脱した相互扶助概念となるのである。そこで，庭田保険学と連続説の相

違点として，前者は歴史的な視点ばかりではなく保険の本質としても相互扶助

概念を重視し，後者は歴史的な視点で相互扶助概念を重視するという点をあげ

ることができよう。この点で，後者の相互扶助概念よりも前者の相互扶助概念

の方が徹底しているといえよう。したがって，庭田博士を単純に連続説と同一

視すべきではないと考える。

また，庭田博士は神話を信じて保険の相互扶助性を主張しているのかもしれ

ないが，ほとんどの保険相互扶助制度論者が相互扶助という用語に科学的説明

を与えないでいるのに対して理論的考察を加えており，庭田保険学の歴史観・

相互扶助観を単なる神話とはできないであろう。この点において保険相互扶助

制度論の中で庭田保険学は優れているといえる。さらに，庭田保険学では保険

の本質と保険企業の本質を峻別しており，より高度な保険の相互扶助性をめぐ

る議論を可能とする。以上から，庭田保険学は卓越した保険相互扶助制度論と

いえ，重要度と次元において共に高い保険の相互扶助性の議論は，庭田保険学

の批判を通じて行うことができよう。
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６．保険の本質と保険企業の本質

卓越した保険相互扶助制度論者である庭田博士は，次のような注目すべき指

摘を行っている。すなわち，「保険の本質と保険企業の本質は直結しないこと

がわかるであろう。本質論や学説で把えられた保険の機能や本質を，保険事業

として実行と実施に移しながら，保険制度として成り立たせる具体的実務の担

当機関が保険企業ということになる。保険の機能や本質にプラスアルファされ

て保険企業の本質が出てくるのであり，または本質や機能が転化して保険企業

がいかなる種類の企業であるかが決められてくる。」（庭田［１９７０］p.６０）保険

そのものと保険企業を分けて考えるべきとの重要な指摘である。

「保険の本質と保険企業の本質は直結しない」という指摘は，前述の通り，

適切であろう。ある特定の性質をもった企業が事業としてある特定の性質・本

質をもった保険を営むからである。したがって，印南博吉博士が経済準備説の

定義文を「保険とは」から「保険事業とは」と修正したことは（印南［１９７２］

p.１），経済準備説が保険の本質を示す保険学説ではなくなってしまうぐらいの

大問題であるといえる。この経済準備説の修正について，石田博士の次のよう

な批判がある。「保険が保険事業として運営され，経営されることと不可分で

あるにしても，またいかなる事業主体・経営主体によって営まれるかに拘わら

ず，制度としての保険に固有の性質・特質があるはずであり，他方，保険をそ

の事業の対象とする場合，その運営主体・経営主体の性格によって異なった属

性が現れてくるはずである。」（石田［１９７９］pp.５６-５７）いわば「制度としての

保険」と「事業としての保険」の関係に関する指摘であり，両者が直結すると

は限らないとする指摘といえよう。保険事業を営むのが保険企業とすれば，石

田博士のこの見解は「保険の本質と保険企業の本質は直結しない」とする庭田

博士の見解と一致する。しかし，両博士の見解は，保険と保険企業との関係把

握において決定的に異なると考える。庭田博士は「保険の本質にプラスアルフ

ァされて保険企業の本質が出てくる」としていることから保険企業の本質は保

険の本質に規定されるとするのに対して，石田博士の見解は保険の本質に保険

企業の性格がプラスアルファされて具体的な保険の性格が決まる（＝運営主

体・経営主体の性格によって異なった属性が現れてくる）としているのではな
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いか15）。この見解の相違は，保険一般と個々具体的な保険が分けて考えられて

いるか否かという点にあるのではないか。明示されていないが，石田博士の見

解は保険一般＝制度としての保険と個々具体的な保険＝事業としての保険とし

て分けて捉えられていると思われる。石田［１９７９］では，このような立場から

保険事業の相互扶助性をめぐる次のような議論が展開される（石田［１９７９］pp.

５７-６４）。

技術的団体性・相互性がなくては保険制度の存立はありえず，これはいかな

る事業形態にも共通することであるが，技術的団体性・相互性に精神的な意味

での相互扶助・助け合いの精神が付加されるか否かは，保険事業の運営主体・

経営主体の性格によって異なってくるとされる。その上で歴史的考察として，

保険の歴史的な発展において相互扶助精神の役割を軽視して先の連続説を否定

するような見解をとり，続いて，協同組合保険，社会保険・公的保険，相互会

社について考察される。協同組合保険については，組合員の相互扶助精神のもと

に組織され，運営されてきたが，資本主義社会に基盤を置く以上利潤追求原理が

採られるようになるとされる。社会保険については，保険性と扶養性の二面性が

あるとし，扶養性が相互扶助意識に結びつくものの，社会保険以外の公的保険に

ついては相互扶助精神は希薄であるとされる。相互会社については，当初から相

互扶助精神は希薄であり，営利保険企業と性格付けられるとされる。さらに，民

営保険，協同組合保険，国営保険の同質化現象も指摘され，保険事業の相互扶助

性について否定的であるが，保険と福祉の関わりを重視しているのが興味深い。

以上の石田博士の見解は，「制度としての保険」と「事業としての保険」を

峻別し，保険企業を介在させながら保険の本質と個々具体的な保険の性質との

関係を見事に説明しているといえる。庭田博士の「保険の本質にプラスアルフ

ァされて保険企業の本質が出てくる」との指摘は，石田博士の見解に従えば，
――――――――――――
15）庭田［１９７２］では，石田博士と同様とも思われる指摘もみられる。混迷する共済概念の

考察において，「われわれは以上，共済の意味について，いくつかの概念が存している
ことを知ることができた。しかし，けっきょくのところこれは，『共済』とか『保険』
とかいう用語の問題ではなくて，いかなる経営形態がそれを行っているかということ，
すなわち，それが株式会社なのか相互会社なのか，はたまた共済組合や相互組合なのか，
あるいはまた協同組合が行なっているのであるか，というところに混乱せる共済概念の
問題解決の一端が示されていると言えるであろう。」（庭田［１９７２］p.２８５）
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「保険の本質に保険企業の本質がプラスアルファされて個々具体的な保険の性

質が出てくる」と修正されるのではないか16）。

保険相互扶助制度論の根拠が相互会社形態や協同組合保険に求められるとい

うのは，こうした保険の特徴は保険独自のもので，その独自性の根拠を保険の

相互扶助性に求めているからであろう。したがって，このような保険相互扶助

制度論を批判する場合，営利企業以外の保険企業もしくは営利企業が提供する

保険以外の保険で相互扶助との関わりがありそうな保険を一つ一つ取り上げて，

その相互扶助性を考察する必要がある。この点で，石田博士の保険の相互扶助

性についての考察は，実に適切な方法であるといえる。

それでは，プラスアルファされる保険企業の本質は何によって規定されるの

であろうか。保険企業の本質は，土台である経済体制によって規定されると考

える。保険企業の多様化は土台である資本主義社会の変化によるものであり，

保険企業形態自体も土台の変化に規定され，変化するであろう。それは，民間

保険企業にとっては保険市場の動向となろうが，広く保険全体で捉えれば，経

済的保障制度を取り巻く環境といえよう。たとえば，世界的に相互会社が減少

しつつあるが，これも広くは制度環境，直接的には保険市場の変化によるとい

えよう。社会保険の見直しなども経済的保障制度を取り巻く環境の一つといえ

るだろう。すなわち，個々の保険の性質は，体制関係における保険の本質と制

度的環境を受ける保険企業の主体性（性格ないしは運営の仕方）によって規定

されると考える。したがって，保険そのものは相互扶助制度ではないとしても，

保険企業の主体性の発揮によって事業として営まれる個々の保険の性質として

は，相互扶助性が生じる可能性がある。それでは，保険企業の主体性は，何に

よって発揮されるであろうか。

７．保険の原理・原則

保険企業の主体性の問題は，保険企業の性格が何を通じて反映するかの問題
――――――――――――
16）笠原［１９７８］において，「現代の保険企業の本質は，その金融活動，企業行動，経営戦
略などの実態を統一的に分析することで把握されるのである。われわれは，保険企業の
本質を技術的特長に固執することで，『木を見て森を見ず』の誤りにおち入ってはなら
ないのである。」（笠原［１９７８］p.４０）
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である。保険企業の性格は，事業としての保険の運営の仕方によって反映する

であろう。保険事業の運営において基本となるのは，保険が予備貨幣の再分配

制度であることから，その再分配の仕方にあるといえよう。換言すれば，ある

貨幣の流れを形成する保険事業において，どのような運営の仕方でどのような

貨幣の流れを形成するかである。こうした保険の貨幣の流れを考える基本とな

るのは，保険制度の貨幣の流れの核心を示す保険原理であろう。保険原理の中

心をなすのが保険の二大原則である給付・反対給付均等の原則と収支相等の原

則である。そこで，保険の原理・原則について考察したい。

保険料をP，保険金をZ，保険加入者数をn，保険事故遭遇者をr，危険率を

ω（＝ r─n）とすれば，P＝ωZが給付・反対給付均等の原則であり，nP＝rZが収

支相等の原則である。給付・反対給付均等の原則は，支払う保険料が受け取る

ことあるべき保険金の数学的期待値であることを示している。したがって，保

険料はなんら慈善性を有さず，資本主義的な「等価交換の法則」が貫徹してい

るといえ，また，自分の利益に応じた負担という「応益負担の原則」といえる。

すべての契約者に等価交換を示す給付・反対給付均等の原則が成立することは，

保険契約者が平等に扱われることを意味するので，このことを「保険契約者平

等待遇の原則」という。保険は，基本的に，自分の判断に従って，自分の保障

に対して正当な対価である保険料を支払って加入するので，自由主義的にして

個人主義的な制度であるといえる。もし，保険がなくて各人が個々にリスクに

備えたならば，巨額な貨幣がミクロ経済的にもマクロ経済的にも必要とされる

が，保険はそのような貨幣を節約させ，経済的保障達成のための貨幣準備に適

時性・適量性をもたらすという合理的な制度である。ここに，保険の特徴とし

て，個人主義・自由主義・合理主義を指摘することができる。この特徴は，土

台である資本主義社会の特徴そのものであり，それゆえ「保険ほど資本主義的

なものはない」といった言い方がなされる場合があるのであろう。しかし，

個々の契約ごとに給付・反対給付均等の原則が成り立たなくても，収支相等の

原則が成り立てば事業としての保険の運営・経営は可能であり，このことから

収支相等の原則を「保険経営の原則」ともいう。

それでは，各人が各人の判断で給付・反対給付均等の原則に従って保険に加
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入して全体としての収支が成り立つ収支相等の原則が達成されるのはなぜであ

ろうか。数式で言えば，P＝ωZをnP＝rZに変換できるω＝ r─nが成り立てばよ

い。ωは危険率であり， r─nは保険加入者のうち保険事故に遭遇した人の割合で

あるから，危険率の実績値といえる。ωは保険加入時の危険率であるから事前

的な危険率・予測値といえるのに対して， r─nは事後的な危険率・実績値という

関係にある。つまり，数式上は，ω＝ r─nは予測値と実績値が一致することを意

味するに過ぎない。しかし，これが保険としては重要で，正にω＝ r─nが充足さ

れるからこそ保険は制度として成り立つといえる。このω＝ r─nを成り立たせる

のが大数法則で，同質・同量の危険が大量に集積されれば，実績値が予測値へ

と一致していき，給付・反対給付均等の原則に従う保険契約の大量集積によっ

て，収支相等の原則が成立するのである。ただし，後で詳しく考察するように，

同質の危険を大量に集積するというのは二律背反的な問題があり，また，現実

問題としては危険率の正確な測定の困難など様々な問題があるため，ω＝ r─nを

成り立たせる大数法則の適用というのは簡単なことではない。しかし，ともか

く理論的には保険の二大原則が示すように，保険は資本主義社会の原理的特徴

である個人主義・自由主義・合理主義を貫徹しながら，経済的保障を達成する

ということである。

以上の点は保険理論の核心部分であるが，これをスミス（A.Smith）とマル

クスによって確認しよう。スミスは『国富論』で「各人が利己心に基づいて行

動しても，神の見えざる手に導かれて社会全体の利益になる」という予定調和

説を展開したが17），「保険ほど資本主義的なものはない」と言われるほどの保険
――――――――――――
17）正確には，次の通りである。「かれは，普通，社会公共の利益を増進しようなどと意図
しているわけでもないし，また，自分が社会の利益をどれだけ増進しているかも知って
いるわけではない。外国の産業よりも国内の産業を維持するのは，ただ自分自身の安全
を思ってのことである。そして，生産物が最大の価値をもつように産業を運営するのは，
自分自身の利得のためなのである。だが，こうすることによって，かれは，他の多くの
場合と同じく，この場合にも，見えざる手に導かれて，自分では意図してもいなかった
一目的を促進することになる。かれがこの目的をまったく意図していなかったというこ
とは，その社会にとって，かれがこれを意図していた場合に比べて，かならずしも悪い
ことではない。社会の利益を増進しようと思いこんでいる場合よりも，自分自身の利益
を追求するほうが，はるかに有効に社会の利益を増進することがしばしばある。」
（Smith［１７８９］p.４２１，大河内監訳［１９９３］p.１２０）。
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であれば，予定調和説による把握が可能であろう。すなわち，「各人が利己心

に基づき給付・反対給付均等の原則に従って保険に加入しても，大数法則に導

かれて，収支相等の原則が達成される」となろう。保険における「神の見えざ

る手」が大数法則であり，大数法則が保険におけるミクロとマクロの調和を図

るのである。しかし，大数法則の適用はそれほど簡単ではなく，ここにマルク

スの指摘した「商品の命がけの飛躍（Salto mortale）」（Marx［１９６２］S.１２０，

岡崎訳［１９７９］p.１４１）ならぬ「保険の命がけの飛躍」が求められることにな

る。マルクスは『資本論』で商品の交換過程を「商品の命がけの飛躍」と呼び，

「もしそれが失敗すれば，なるほど商品はひどいめにはあわないが，しかし商

品所有者は確かにひどい目にあう」（同S.１２０，同訳p.１４１）としたが，保険団

体の形成を「保険の命がけの飛躍」と考えることができ，「もしそれが失敗す

れば，なるほど保険事故に遭遇しなかった保険加入者はひどいめにあわないが，

保険者と保険金をきちんと受け取れない保険加入者はひどいめにあう」となろ

う。あくまでも保険の二大原則による考察は，原理論的な考察であり，現実の

保険は原理論が有する様々な問題を克服しており，その克服こそが「保険の命

がけの飛躍」としての「事業としての保険」の展開であり，それが「制度とし

ての保険」を成り立たせている。その保険の命がけの飛躍を直接的に行って

いるのが，保険技術である。保険経営の原則である収支相等の原則が達成され

ることで保険は制度として成立するが，nP＝rZで示される収支相等の原則は，

多数の保険加入者から少額の保険料を徴収して形成された保険資金を少数の保

険事故遭遇者に多額の保険金として分配することを示す。したがって，保険技

術とは，収支相等の原則を達成すべく＜多数×少額＞の貨幣を＜少数×多額＞

の貨幣に転換する業であるといえる。この保険技術の適用によって，保険企業

の主体性が個々具体的な保険の性質に反映する18）。

以上のように，資本主義社会を鋭く分析したスミス，マルクスの説明に見事

に合致するほど保険は資本主義的な制度であり，資本主義的な性質を持つから
――――――――――――
18）「この計算技術が，誰により，何のためにどのようにして利用されるかによって，『助け
合い制度』と営利保険企業の分岐点が決まってくるのである。」（笠原［１９７８］p.３３）と
の指摘は，保険技術の把握において，保険企業が意識されているといえよう。
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こそ，当然のことながら，保険は資本主義社会で生成・発展したのであろう。

資本主義社会は個人主義・自由主義・合理主義の社会であるから生活自己責任

原則の社会でもあり，経済的保障について自助が強制される社会である。自助

が強制される社会で支配的な経済的保障制度として生成・発展した保険は，こ

の点で本来自助的な制度である。しかし，自助だけで社会の様々な経済的保障

ニーズが問題なく充足されるわけではないため，ここに互助や公助が生じる。

資本主義社会以前の社会では背後に押し遣られていた自助が前面に出たといえ

るが，自助が強制される生活自己責任原則の経済保障制度が，自助のみを強制

することによってうまく行くとは限らないため，互助，公助による経済的保障

制度が登場してくるということである。保険そのものは本質的に自助的な制度

であるとしても，保険の本質と保険企業の本質を峻別する視点を持つならば，

自助的な経済的保障制度・自助としての保険の限界を乗り越えるために，互助

的な，公助的な経済的保障制度・互助的な，公助的な保険が発生したとしても，

何ら不思議ではないのではないか。ここに，相互扶助的な保険の存在が示唆さ

れているといえよう。

ところで，保険は＜多数×少額＞の貨幣を＜少数×多額＞の貨幣に転換する

という予備貨幣を再分配する制度であるが，この再分配には，保険的再分配と

時間的再分配の二つがある。少─多
数─数が危険率であり，それが低いほど保険的再分

配効果・（保険団体内の）危険分散効果・（保険団体内の）危険平均化効果が

大きくなるといえ，その分技術的相互性が強くなるといえよう。逆に，少─多
数─数が

１に近づき時間的再分配効果が大きくなれば，その分技術的相互性は弱くなる

といえる。つまり，技術的相互性とは「一人は万人のために万人は一人のため

に」という貨幣の流れのことであるから，支払われる保険金が保険金受取人の

拠出した保険料以外の他の保険加入者の拠出した保険料によればよるほど，技

術的相互性は強くなるといえよう。損害保険が通常短期保険であり，生命保険

が通常長期保険であることから，明らかに技術的相互性という点では，損害保

険のほうが生命保険よりも技術的相互性が強いといえよう。しかし，『インシ

ュアランス』のアンケートが主として生命保険を想定して行なわれたように，

通常相互扶助との結びつきが強調されるのは損害保険よりも生命保険であり，
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この点において技術的相互性の低い生命保険のほうが相互扶助を強調されると

いう逆説的な現象が見られる。終身保険という極端な場合を考えると，ほとん

ど保険的再分配効果がなく，極めて貯蓄に近くなり，保険金原資は自分の払い

込んだ保険料とその保険料により蓄積された保険資金によって生み出された利

子という場合，技術的相互性はほとんどなくなるのである。したがって，保険

相互扶助制度論者が生命保険の相互扶助性を主張するのは，こうした技術的相

互性の否定を意味する生命保険の貯蓄性を忘却して，ひたすら技術的相互性を

もって生命保険の相互扶助性を主張するという矛盾がある。技術的相互性と貯

蓄性は二律背反の関係にあるといえ，保険相互扶助制度論は保険の貯蓄性，保

険と時間の関係という予備貨幣の保険的再分配／時間的再分配の問題を忘却し

ているという大きな理論的問題も有するのである。換言すれば，貯蓄性の強い

生命保険は，保険技術的に技術的相互性を十分発揮し得ないのである。保険企

業の主体性によって，あえてそこに個人主義・自由主義・合理主義とは異なる

予備貨幣再分配基準を入れない限り，相互扶助性を発揮する余地がほとんどな

い。

８．保険企業と保険技術

それでは，保険の相互扶助性についての考察は，いかに行うべきか。まず，

保険を個人主義・自由主義・合理主義的な資本主義的制度として把握する必要

がある。このように保険を把握するということは，保険を相互扶助とは対極に

ある経済制度と捉えるということである。すでにこの時点で，保険の相互扶助

性は否定される。しかし，問題の核心は，そもそも相互扶助と対極にある保険

が，個々具体的な次元でみると社会保険，協同組合保険，相互会社という企業

形態ないしは相互会社の保険というように，相互扶助と関わる保険があるとい

うことである。したがって，保険の相互扶助性に関わる問題は，「相互扶助と

対極にある保険が何故相互扶助と関わるのか」という問題設定をすべきである。

この点から保険相互扶助制度論は，保険と相互扶助との関わりをもって保険を

相互扶助制度としている短絡的な見解といわざるを得ない。個々具体的な次元

で見られる保険と相互扶助との関わりに焦点を当てる際に，保険企業の主体性
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の反映という視点が重要となるわけである。以下，具体的に見ていこう。

（１）社会保険

社会保険では，保険の原理・原則が守られていない。むしろ，政策性発揮の

ために最初から給付・反対給付均等の原則が修正されている場合が多い。社会

保険は，給付・反対給付均等の原則を修正することで保険加入者を保険技術的

に不平等に扱い，保険契約者平等待遇の原則を破ることによって他の保険には

ない累進的な所得再分配を行い，社会的平等推進機能を果たす場合が多い。所

得の再分配というと，一般的には暗黙の内に累進的な所得再分配が想定される

が，字義どおり解釈すれば，所得の再分配とは累進的なものに限る必要はなく，

逆進的なものもあろうし，累進・逆進とは次元の異なる視点で捉えられる所得

再分配もありうる。もちろん，一般的に累進的な所得再分配が暗黙の内に前提

とされるのは，何らかの政策を行う結果として所得再分配が発生することが想

定されることにより政策が意識され，所得再分配と政策とが一体的に把握され

るからであろう。これに対して，予備貨幣を再分配する制度である保険は，本

質的に所得再分配の制度であるといえるが，その再分配とは，保険事故に遭遇

しなかった保険加入者から保険事故に遭遇した保険加入者への所得再分配であ

り，そこには累進も逆進も予定されておらず，正に保険的な所得再分配となろ

う。ただし，貯蓄性の強い保険は，保険金原資のうち自分が支払った保険料の

蓄積が大半を占めるので，時間的な所得再分配という要素が強くなる。いずれ

にしても，累進・逆進とは関係せず，こうした保険の所得再分配の側面に保険

原則を修正して政策性を反映することで，累進・逆進と次元の異なる保険的再

分配が社会的平等を推進するという政策性を帯びた累進的な所得再分配を行う

ことを可能とするのである。

しかし，この場合の保険原則の修正は保険加入者を保険的に不平等に扱うた

め，デメリットを受ける保険加入者は保険に加入しなくなる。このような保険

加入者とは，当然自己のリスクに対して保険料が割高となる保険加入者であり，

保険者から見れば，保険料と期待保険金との関係で採算上好ましい保険加入者

である。逆の保険加入者は，保険料が割安となる保険加入者であり，保険者か

ら見れば採算のとりづらい保険加入者である。このような保険を任意加入とし
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た場合，保険者から見れば採算のとりづらい保険加入者ばかりが集まるという

逆選択が起き易い。そこで，社会保険は強制保険が多くなる。社会保険の強制

保険制は，このように理論的には保険技術的観点から説明可能であるが，相互

扶助の観点からも重要である。

そもそも社会保険は社会保障の中核的な制度であるから，国民の生存権を保

障するという社会保障目的を達成するための制度である。国家保障の義務と保

障を受ける国民の権利の関係であるが，貨幣の流れに注目したとき，国家とい

う金のなる木があるわけではなく，国家が行う保障の源泉は，結局は国民負担

ということになろう。すなわち，国民の生存権を保障するという点で社会保障

は「権利としての社会保障」であるが，その制度運営には国民の社会連帯を不

可欠にするという意味で「連帯としての社会保障」の側面を忘れてはならない。

したがって，社会保障制度は社会連帯という側面において相互扶助制度といえ

る。そして，このような相互扶助制度であるならば，社会保険において保険的

不平等な拠出・負担を強いられても，国民は相互扶助としてそれを甘受すべき

であるといえる。このように考えると，社会保険が強制保険とされるのは保険

技術的観点からは当然としても，こうした相互扶助との関係では，強制保険に

するということは，社会保険が相互扶助として機能していないことを意味する。

社会保険が相互扶助ならば，国民は保険的不平等を相互扶助精神で乗り越える

はずだからである。それでは，実態として社会保険の相互扶助性は完全に否定

されるのであろうか。

確かに保険的不平等を乗り越えることはできていないが，しかし，強制保険

制を取るにしても，ともかくも，わが国で言えば，憲法第２５条を制定し，社会

保障制度を行うと高らかに謳っていることは，そうした相互扶助制度としての

社会保障制度を設けようという意味での，いわば国民的レベルの相互扶助精神

はあるといえよう。ここに，社会保険は相互扶助制度といえようが，その相互

扶助性は各人が保険的不平等を乗り越えるほど強くはないが，社会保障制度を

設けようという程度の国民的レベルの相互扶助性であるとはされよう。かくし

て，社会保険の相互扶助性は，国民レベルの相互扶助性を背景としながら，社

会保険の運営者である国家の運営の仕方によって生じているといえよう。なお，
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社会保険の相互扶助性が，保険的不平等を乗り越えるほどに強いものであるな

らば，公的年金保険における保険料未納問題は，現在のような発生の仕方はし

ないであろう。

（２）協同組合保険

協同組合保険については，相互扶助組織としての協同組合の性格が保険にど

のように関係するかが焦点であろう。そこで，保険団体に注目する必要がある。

保険の貨幣の流れが技術的相互性といわれるのは，保険は多数の経済主体の結

合を必須のものとし，保険団体を形成するが，この保険団体が何ら社会的紐帯

をもった組織ではなく経済的利益集団であり，単なる技術機構に過ぎない虚構

であることによる。虚構であるために，たとえ「一人は万人のために万人は一

人のために」といえるような貨幣の流れを形成したとしても，そこには魂がな

く，故に保険の相互扶助性が否定されるわけである。しかし，協同組合の場合

は，予め社会的紐帯のある相互扶助組織が保険事業を営むのであるから，そこ

に形成される保険団体は単なる経済的利益集団ではなく，社会組織と技術機構

が未分化といえる。わが国では，保険業法との関係で協同組合が保険事業を営

むことができず，共済事業として行なわれており，かって共済は保険か否かと

いったことが問題とされ，共済を原始的保険とする見解もあった。確かに，自

助の制度から排除された者，それは往々にして保険料を負担して自助を利用す

ることができない経済的弱者といえるが，経済的弱者が助け合うという形で生

成し，そのため近代的な保険技術に乏しく，保険団体も小規模で近代保険とは

言いがたいものもあった。しかし，このような点を背景としつつも，共済＝原

始的保険と主張する者は，同時に保険＝近代保険として，共済事業を原始的な

ものとして低く見て保険会社の保険事業と区別するという意図が見てとれる。

しかし，そうした発生史的な理由で共済＝原始的保険とするものではなく，協

同組合保険＝共済が近代保険技術を採用し，十分な大きさの保険団体を形成す

るならば，近代保険といって差し支えないであろう。経済的弱者の保険として

登場してきた時期は，経済的弱者の運動という側面も持ちながら，近代保険と

しての性質に乏しかったかもしれないが，少なくとも，今日の協同組合保険＝

共済の多くは，その質・量から判断して，近代保険と捉えてよいだろう。した
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がって，近代保険としての協同組合保険は，形成される保険団体が相互扶助の

性格を持つ相互扶助制度といえよう。しかし，重要なことは，その相互扶助性

は保険そのもの＝保険の本質が相互扶助であることから生じているのではなく，

保険者である協同組合の性格によるということである。正に，「保険の本質と

保険企業の本質は直結しない」のである。

協同組合保険は自助からはみ出した経済的弱者の保険として相互扶助性を有

し，近代保険として発達することは，保険市場において保険会社のライバルと

なることであり，かかる競合的関係によるアウトサイダー的な協同組合保険が，

保険事業の健全な発展にも資する。しかし，そのような性格を有する協同組合

も発展・規模拡大を指向し，そのことが保険技術的には危険大量の原則に適う

ところであるものの，そうした指向に対して社会的紐帯をもった保険団体とい

う性格が限界を画す。この限界を超越するために，保険加入者の資格制限を緩

めたりすれば，それは協同組合の保険会社化であり，社会運動から保険経営の

性格が強くなり，相互扶助性も希薄化しよう。近代保険となるための保険団体

の大規模化に際して，既に相互扶助の希薄化が生じる場合もあるだろう。協同

組合という保険の運営主体の性格変化の可能性も否定できず，こうした保険企

業の性格変化は，土台である資本主義社会，直接的には保険市場の動向に規定

されながら，保険企業の性格としての協同組合の本質と保険技術的要請からく

る保険団体の大規模性との矛盾という葛藤の中で生じる。しかし，いずれにし

ても，協同組合保険の相互扶助性については，協同組合という保険企業の本質

から生じるものと考えるべきである。

（３）相互会社の保険

相互会社形態ないしは相互会社の保険こそは，最も保険相互扶助制度論者が

その正当性を主張する根拠とするところである。たとえば，「個々の保険加入

者が意識していないとしても，保険は制度として，加入者間の相互扶助の精神を

基礎にして成り立っている。であるからこそ，保険業には，他産業には認められ

ない相互会社という組織形態が存在するのである。」（井口［１９９６］pp.２６-２７）

最近でも，「生保事業というのは，『相互扶助』の精神をベースに興された事業

であり，相互会社形態が保険事業のみに認められているなど，金融業界の中に
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あっても特殊性を有している。」（浅冨［２００４］p.１７）との指摘がみられる。そ

して，本稿の考察の中心である庭田保険学においても，（生命）保険の相互扶

助性から相互会社が企業形態として優れるとされる（庭田［１９７９c］）。

「個々の保険加入者が意識していない」にもかかわらず，したがってそこに

は精神的な相互扶助がないとしているにもかかわらず，「加入者間の相互扶助

の精神を基礎」にすると何故いえるのか，理解できない。「制度として」とい

う条件がついているが，それが相互扶助精神とどう繋がるのかも理解できない。

結局，先に指摘した何故技術的相互性をもって相互扶助とできるのかという説

明がなされていないという，既にみた保険相互扶助制度論者に対する批判と同

様な批判が当てはまるであろう。また，「生保事業というのは，『相互扶助』の

精神をベースに興された事業」とするが，一体どんな史実に基づいての主張な

のであろうか。これらの主張をみると，改めてわが国における保険相互扶助制

度論の根深さを感じる。相互扶助性があるから相互会社形態があるというのは，

論理的な説明であろうか。

相互会社形態は，本質的には，非営利主義と結びつくといえよう。なぜなら

ば，理論的な相互会社の設立動機は，ある経済的ニーズに関して，通常のよう

に市場で購入するのではなく，コストを削減するという経済的有利性を求めて

自分たちのための会社をつくり，その会社との取引によってその経済的ニーズ

を充足しようというものであるからである（Hetherington［１９９１］p.２）。その

意義は会社の利益を排除してできるだけ安い実費での取引ということにあるの

で，非営利主義となる。資本主義社会における会社設立は，通常言うまでもな

く，会社を設立してある事業を行い，その経営活動で利益を得ようという営利

主義である。この営利主義と対照的な企業形態が相互会社といえる。ある経済

ニーズの充足に関して，営利主義の企業から市場で購入するよりも有利な場合

や，市場で購入することができない場合に相互会社は設立されるといえるから，

理論的には，相互会社形態は保険事業に限られるわけではない。しかし，相互

会社が保険事業に支配的なのは，保険が相互会社に何らかの親近性を有するか

らであろう。このように考えると，相互会社形態を相互扶助の根拠とするとい

うことは，この親近性を相互扶助に求めているということになる。
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しかし，これまでの考察で明らかにしたように，保険は「一人は万人のため

に万人は一人のために」というような貨幣の流れを形成するが，この貨幣の流

れは相互扶助的な流れとはいえても，そこに流れている精神は本来個人主義・

自由主義・合理主義という資本主義的精神であり，この点で技術的相互性を有

するに過ぎず，保険の本質として相互扶助性があるわけではない。個々具体的

な保険の相互扶助性は，保険企業の性格・事業の運営の仕方によってプラス・

アルファされて現れてくると考えるべきであり，保険の貨幣の流れと相互扶助

の貨幣の流れに類似性を指摘できても，本来保険に技術的相互性しかないこと

から，保険と相互会社の親近性を相互扶助に求めることは不可能であろう。

保険と相互会社の親近性は，自己資本にあると考える。近代保険の特徴の一

つは，合理的保険料の算出にあり，それを前提とした前払確定保険料方式にあ

る。この方式により，保険取引は他の一般的な取引と同様になる。この取引に

おいて，保険金原資はおろか営業諸経費等も付加保険料の形で前払いされるの

で，ここに保険事業は巨額な創業資本・自己資本を必要とせず，自己資本は担

保資本としての意義しか有さなくなる。生命保険事業の場合，危険率の偏差が

小さいため担保資本としての自己資本の要請も小さく，ここに自己資本をミニ

マムにできる。こうした自己資本に対する要請が自己資本の調達では劣る相互

会社を志向させ，特に生命保険事業に当てはまるのではないか。

以上の点を踏まえて，理論的に考えると，保険相互会社は次のような場合に

設立されるといえよう。保険事業において支配的形態である保険株式会社に対

して，その営利性を排除することがより経済合理性に適い，相互会社形態のほ

うが好ましいということになれば，より効率的・合理的な保険ニーズ充足のた

めに保険相互会社が設立されることとなろう。この場合の設立は，手段として

の相互会社の設立といえよう。また，次のような場合もあるだろう。保険市場

において保険ニーズを充足することができないものたちが，互いの保険ニーズ

を充足するために，助け合って保険相互会社を設立するという場合である。こ

の場合，助け合いの範囲が，単に保険ニーズの充足にあるのではなく，何らか

の社会的・経済的立場を同じくするものがいろいろと助け合う一環として保険

ニーズの面においても助け合うということになれば，保障関係と社会関係が未
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分化となって，協同組合保険と実質的に変わらないであろう。

理論的には上記のようなケースが考えられ，史実としては中には純粋に相互

扶助として設立された相互会社もあるかもしれない。しかし，そのことをもっ

て保険の本質として相互扶助を指摘することはできない。それにもかかわらず，

保険相互扶助制度論が根強いことは，企業形態論としても重要である相互会社

の議論に，悪影響を与えているといわざるを得ない。そこで，特にわが国で

は，保険企業形態論としての保険相互会社論の議論を掘り下げる必要があるだ

ろう19）。

９．保険の相互扶助性とは

保険は一つの制度として，経済体制により規定され，制度としての共通の本

質が各種保険にはあるが，事業として営まれる過程で，運営主体・経営主体の

性格が反映される。そして，運営主体・経営主体の性格の反映は，保険技術の

適用の仕方による。もちろん，そのような保険の運営主体・経営主体自体も経

済体制によって規定されてはいるが，それぞれの運営主体・経営主体の性格が

保険に反映し得るということである。すなわち，保険の運営主体・経営主体は

社会経済・国民経済を一般的に支配する法則に媒介された経営体であるが，独

自の一定の組織原則を有した経営体でもあり，そのような組織原則が保険技術

の適用を通じて保険に反映し得るということである。したがって，個々の保険

の性質は，体制関係における保険の本質と制度的環境の影響を受ける保険の運

営主体・経営主体の主体性によって，規定されるといえよう。こうした個々の

保険の性質の一つとして，保険の相互扶助性が考えられるに過ぎない。

――――――――――――
19）このような認識を持って行った考察が，小川［２００５］である。
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